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１．トラック産業の現状
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国民生活と日本経済を支えるトラック産業

営業用

自動車輸送
44%

自家用

自動車輸送
7%

鉄道輸送
5%

海上輸送
44%

航空輸送
0.1%

■貨物輸送量の比較（トンキロベース）

トラック産業は、国内貨物輸送の４割強を担う。
平時・緊急時ともに、国民生活及び経済活動を支える重要な産業。
約６万２千者の事業者、約１９１万人の従業員が活躍。

２

トンベースでは９割

トンキロ＝トン数に輸送距離を乗じた仕事量単位
１トンのものを１０キロメートル輸送したときは１０トンキロ



トラックドライバー不足の現状について

厚生労働省「職業安定業務統計」より ３



トラックドライバーの労働条件①

トラックドライバーの年間所得額は、全産
業平均と比較して、大型トラック運転者で
約1割低く、中小型トラック運転者で約2割
低い。
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【年間所得額の推移】（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」） 【年間労働時間の推移】（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）

トラックドライバーは、全産業と比較して低賃金・長時間労働
→人手不足の解消に向けては、労働条件の改善が不可欠。

トラックドライバーの年間労働時間は、全
産業平均と比較して、大型トラック運転者
で約1.22倍、中小型トラック運転者で約
1.21倍。

４
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時間



トラックドライバーの労働条件②

平均
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1運行あたりの荷待ち時間の分布
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13：27

トラックドライバーの長時間労働の要因のひとつは、荷主庭先での
長時間の荷待ち時間・荷役時間

荷主企業と運送事業者が一体となって、荷待ち時間の削減、荷役
作業の効率化等長時間労働の改善に取り組むことが重要

「荷待ち時間がある運行」
(46.0%)

「荷待ち時間がない運行」
(54.0%)

点検等 運転 荷待 荷役

付帯他 休憩 不明
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６

九州
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ドライバーの拘束時間の概要 拘束時間13時間超、16時間超の割合

連続運転時間4時間超の運行の割合

トラックドライバーの労働条件③



２．自動車運送事業の働き方改革

７



「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」の概要

開催趣旨

構成

スケジュール

検討の視点
議 長：野上 浩太郎 内閣官房副長官

議 長 代 理：大塚 高司 国土交通副大臣

副 議 長：古谷 一之 内閣官房副長官補（内政）

構 成 員：内閣府政策統括官（経済財政運営担当）

警察庁交通局長

財務省大臣官房総括審議官

厚生労働省労働基準局長

農林水産省食料産業局長

経済産業省大臣官房商務・サービス審議官

国土交通省自動車局長

環境省地球環境局長

自動車運送事業(トラック・バス・タクシー事業)について、省庁横断的な検討を行い、長時
間労働を是正するための環境を整備することを目的とした関連制度の見直しや支援措置に
関する行動計画の策定及び実施を総合的かつ計画的に推進するため、自動車運送事業の働
き方改革に関する関係省庁連絡会議を開催する。

１．労働生産性の向上

・短い時間で効率的に運ぶ

・たくさん運んで、しっかり稼ぐ

・運転以外の業務も効率化 等

２．多様な人材の確保・育成

・力仕事・泊まり勤務等からの解放

・誰でも働きやすい職場づくり

・免許を取る人を増やす 等

３．取引環境の適正化

・荷主・元請の協力の確保

・運賃・料金の適正収受 等

平成29年6月29日 第１回 現状と課題、今後の進め方 等

8月28日 第２回 「直ちに取り組む施策」の取りまとめ

平成30年2月20日 第３回 取組の進捗状況、政府行動計画の策定方針

5月30日 第４回 「自動車運送事業の働き方改革の実現

に向けた政府行動計画」の決定 等 ８



自動車運送事業の働き方改革について

平成28年９月27日 第１回働き方改革実現会議が開催

安倍総理、関係大臣に加えて、労使双方の代表等の有識者議員による議論を実施

平成29年３月28日 働き方改革実現会議において「働き方改革実行計画」が取りまとめ
自動車の運転業務について、労働基準法の改正法施行の５年後（平成36年度）に、
年960時間（＝月平均80時間）以内の罰則付きの時間外労働の上限規制を適用するこ
ととされた

平成29年６月29日 「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」が設置

議長：野上内閣官房副長官

平成30年５月30日 関係省庁連絡会議において「政府行動計画」が策定・公表

時間外労働の上限規制の適用開始（平成36年4月1日予定）までの期間を対象

平成30年６月29日 時間外労働の上限規制を内容とする働き方改革関連法案が可決・成立

（衆・附帯決議）

「自動車運転業務については、長時間労働の実態があることに留意し、改正法施行後
五年後の特例適用までの間、過労死の発生を防止する観点から改善基準告示の見直
しを行うなど必要な施策の検討を進めること。」

（参・附帯決議）
「荷主の理解と協力を確保するための施策を強力に講ずるなど、取引環境の適正化
や労働生産性の向上等の長時間労働是正に向けた環境整備に資する実効性ある具体
的取組を速やかに推進すること。」

９



トラック事業における働き方改革の
推進に向けた取組

6
34

１．労働生産性の向上

○事業者と荷主の連携による働き方改革・生産性向上を
推進するため、物流コンサルタント等の有識者によるコンサ
ルティングを活用し、実証実験を実施。実験の成果を活か
して、将来の自律的な取組みの普及のために必要なノウハ
ウの蓄積・横展開を図る。

パレット フォークリフト

H30 101百万円
（継続）

○自動車運送事業者の労働生産性の向上や働き方改善を図
るため、ETC2.0を利用する自動車運送事業者に対し、大
口・多頻度割引の最大割引率を40％から50％に拡充する
措置の延長（平成32年3月末まで）等を実施。

11 高速道路料金の割引拡充

基 本

ETC2.0を利用する自動車運送事業者を対象

[最大割引率]

40％

10％

＋

H30補正 10,856百万円

トラック運送業の働き方改革推進事業
H30補正 100百万円

○労働生産性の向上・多様な人材の確保に資する機器
（テールゲートリフター）の導入補助を実施。

6

○物流総合効率化法により、2以上の者の連携により物流の省
力化・効率化を図り、環境負荷低減にもつながる優良な取組
（路線バスによる貨客混載・共同配送 等）を認定(71件)

2
23

物流総合効率化法の枠組みを活用した物流の効率化等
H30 40百万円（継続）

【事業例】一般路線バス（宮崎交通西都BC～村所線）を活用した貨客混載・共同輸送

１０

「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の一例



「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の一例
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適正な運賃・料金収受を含めた
取引環境の適正化

行政処分の強化事業者団体に対する働き方改革の実現に
向けたアクションプランの策定の要請

○自動車運送事業の長時間労働の抑止力を強化するた
め、処分量定の引上げ（過労防止関連違反を2倍～4
倍へ）を内容とする行政処分基準の改正案について、平
成30年２月20日よりパブリックコメントを開始。同年３月
中に関係通達を改正。

○長時間労働是正に向けて業界
における自主的な取組を促すた
め、平成29年9月20日に石井
国土交通大臣よりトラック・バス・
タクシーの各事業者団体の会長
等に策定を要請。平成30年3
月中の策定に向け、各団体にお
いて検討中。

61

58

63

４．インセンティブ・抑止力の強化

平成29年9月20日アクションプラン策定要請
左から（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会川鍋会
長、石井国土交通大臣、（公社）全日本トラック協会
坂本会長、（公社）日本バス協会三澤会長

荷主勧告制度の運用見直し

○平成29年7月の運用見直し以降、平成30年２月
８日時点で警告を3件、協力要請を118件それぞれ
実施しており、荷主への働きかけを積極的に実施。

52

３．取引環境の適正化

○荷主所管省庁である経済産業省及び農林水産省と連携し
荷主への周知活動を行うとともに、中央及び地方レベルの両
方で荷主及びトラック事業者への周知活動を実施中。また、ト
ラック事業者と荷主双方における共通理解の形成を促す方策
について検討していく。

１２

「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の一例



３．取引環境・労働環境改善のための取り組み
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安全に関する最近の主な施策

H26(2014).11 大型トラックへの衝突被害軽減ブレーキの装着義務付け（新型生産車）

営業区域規制の廃止、運賃料金の事後届出、監査項目等の重点化

H18(2006).10 運輸安全マネジメントの導入

H20(2008).7 社会保険等未加入事業者への行政処分導入及び新規事業者等への法令試験導入

H21(2009).10 監査及び行政処分基準の強化 （飲酒運転、社会保険未加入、指導監督等）

H23(2011).4 監査及び行政処分基準の改正 （文書警告の公表、停止対象車両の基準の明確化など）

Gマーク事業所に対するインセンティブの拡大 （IT点呼時間を１６時間に拡大など）

H23(2011).5 安全規則の改正 （酒気帯びの確認に目視等の他にアルコール検知器の使用を義務付け）

H25(2013).5   安全規則の改正（ ５両未満事業所への運行管理者選任の義務付け）（施行：H25.5.1～,経過措置：～H26.4.30）

H25(2013).10  監査及び行政処分基準の改正 （悪質・重大な法令違反への処分の厳格化等）、速報制度等の導入

H25(2013).11  受委託点呼（共同点呼）の導入

H26(2014).4   荷主勧告運用通達の改正、Gマーク事業所表彰制度の創設

H15(2003).4 
貨物自動車運送事業法改正

H18(2006).10 
貨物自動車運送事業法等改正

H21(2009).3 
事業用自動車総合安全プラン2009

H26(2014).11
安全プラン2009の中間見直し H27(2015).4 運行記録計の装着義務付け拡大

H27(2015).6 新規参入時におけるチェック体制の強化

H27(2015).9 乗務時間等告示違反トラック事業者に対する指導方針

H27(2015).9 トラックのフェリー特例（改善基準告示の通達）見直しについて

H28(2016).4 貨物自動車運送事業者が運転者に対して行う指導及び監督の指針の改正(施行：H29.3..12～)

H29(2017).5 安全規則の改正（荷待ち時間の記録義務付け）（施行：H29.7.1～）

H29(2017).7 荷主勧告制度の運用強化（施行：H29.7.1～）H29(2017).6
事業用自動車安全プラン2020

（車両総重量７トン以上又は最大積載量４トン以上）
（新規登録車はH27.4.1～、使用過程車H29.4.1～）

H29(2017).12 運輸安全マネジメント義務付け適用範囲を拡大 （施行：H30.4.1～）

H30(2018).3 過労防止関連違反に係る行政処分の処分量定の引き上げ （施行：H30.7.1～） １４



Ｇマーク制度の更なる普及促進の取り組み①

○ 安全性優良事業所認定制度（以下「Ｇマーク制度」という。）の認定数は、平成30年12月現在、全国で25,343事業者が認定
（全事業所の29.6%に相当）。車両数ベースでは、平成29年の認定事業所の車両台数は656,525台となっており、
全車両数に対して４割以上のトラックがＧマークを表示して運行中。
○ 国土交通省と全日本トラック協会が連携し、Ｇマーク制度の更なる普及を促進するための様々な取り組みを実施中。

国土交通省表彰制度の導入 普及促進に向けた取り組み

更なるGマークの普及促進のため、地方運

輸局及び運輸支局において、地元マスコミや

SA・PA・道の駅等に、Gマークポスターの掲

示を依頼するなど、PR活動を実施。

【PRリーフレット】

【運輸支局長表彰ステッカー】

【地方運輸局長表彰ステッカー】
【PRポスター】

１５

荷主企業が、より安全性の高いトラック運送事業
者を選びやすくするために、安全性評価委員会の
評価を経て、全日本トラック協会（全国貨物自動車
運送適正化事業実施機関）が認定した事業所で
す。

Gマーク制度

◆支局長表彰実績 平成２７年度 ４２事業所
（九州管内） 平成２８年度 ２４事業所

平成２９年度 ５８事業所

◆局長表彰実績 平成２７年度 ５事業所
（九州管内） 平成２８年度 １１事業所

平成２９年度 １８事業所



福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国

Ｇマーク事業所数
（平成30年度認定数）

1,117 

(309) 

254 

(85) 

175 

(62) 

339 

(96) 

234 

(66) 

287 

(93) 

353 

(112) 

2,759 

(823) 

25,343 (

7,335)

事 業 所 数 3,342 681 761 1,134 750 740 1,432 8,840 85,570 

認 定 率 33.4% 37.3% 23.0% 29.9% 31.2% 38.8% 24.7% 31.2% 29.6% 

九州各県の平成３０年度認定数及びＧマーク事業所数 平成３０年１２月１３日現在

1,098 
1,269 

1,416 
1,610 

1,829 1,931 
2,067 2,166 

2,295 2,399 
2,582 

2,759 
12.9%

14.5%
16.3%
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22.6%

24.2%
25.3%

26.6%
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九州の認定事業所数の推移

認定数

認定率

Ｇマークラッピングト
ラックも、全国各地を
走行しています。
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Ｇマーク制度の更なる普及促進の取り組み②



荷主勧告制度の運用の改善

地 方 運 輸 局運 輸 支 局

〈新たな措置：通達を改正〉〈現行の問題点〉

【労基通報】

・過労運転防止違反

【公安委員会通知】
・最高速度違反

【道路管理者通知】

・道路法違反

（※）行政処分のうち重大なものとは、事業停止処分事案、 過労運転防止違反の件数が多い事案、死亡事故等の社会的影響が大きい事案とする。

荷
主
勧
告
該
当
性
調
査

協

力

要

請

書
荷主の関わ
りの蓋然性
が高い法令
違反につい
て、当該違
反運行時の
積載貨物の
荷主を特定

・過労運転防止違反
の
うち、相当割合以上
が同一荷主の場合

・非合理的な到着時間の設定
・手待ち時間の恒常的な発生
・積込み前に貨物量を増やす急な依頼
・やむを得ない遅延に対するペナルティ

○荷主勧告や警告の判断基準が不明確であり、荷主の関与の有無
についての判断が困難。（荷主勧告は、これまで発動実績がない。）
○ 行政処分が前提となっており時間を要していたため、荷主へ早期
に働きかけることができない。

○ 荷主勧告の発動基準及び荷主関与の判断基準をより明確化。
○荷主関与の蓋然性が高い法令違反情報に対して、迅速に荷主を特定し改
善の協力を要請する仕組みを創設。

荷主の関与が
認められる事案

【公安委員会通知】

・最高速度違反

・過積載運行

荷主の主体的な関与が認められる事案

ト
ラ
ッ
ク
事
業
者
に
対
す
る
行
政
処
分

の
う
ち
重
大
な
も
の
(※)

過去３年以内
に警告書を受
け、その際に
改善の意志
表示があった
にもかかわら
ず、改善がな
されていない
場合

・過去３年以内にトラッ
ク事業者に対する行
政処分に関連した
協力要請書を受けた
場合

行政処分を行うもの

巡回指導や監査に
より違反行為を確
認するもの等

当該違反運
行時の積載
貨物の荷主
を特定

警

告

書

荷

主

勧

告

（荷
主
名
公
表
）

法令違反情報

同様の事案が
再発した場合

１７



荷主勧告に該当すると想定される事案

荷

主

勧

告公 安 委 員
会 か ら の
通 知

死 亡 事 故
等 社 会 的
影 響 の 大
き い 事 案

（例） トラック事業者が過労運転防止に違反しており、違反の原因を調査したと
ころ、荷待ち時間が恒常的に発生しており、かつ、トラック事業者から荷主に
対し改善を申し込んだにも関わらず改善されていなかった場合

（例） トラック事業者が死亡事故等を起こし最高速度違反が認められた場合で
あって、違反の原因を調査したところ、荷主から適切な運行では間に合わな
い到着時刻を指定されていたことが判明した場合
（高速道路を使用しないと間に合わないが、高速道路料金の支払いがない
ため一般道路を走行せざるを得ず、最高速度違反になった等）

＜荷待ち時間の恒常的な発生＞

荷主名
公 表

端 緒

ト

ラ

ッ

ク

事

業

者

に

対

す

る

監

査

労 働 基 準
監 督 署 か
ら の 通 知

道 路 管
理者 か ら
の通 知

＜非合理な到着時刻の設定＞

（例） トラック事業者が過労運転防止に違反しており、違反の原因を調査した結
果、理由の如何に関わらず遅延したことをもって商品買取等のペナルティが課
されていたことから、着時刻に間に合わすために連続運転時間等の基準を遵
守できなかった場合

＜積込み直前に貨物量を増やす急な依頼＞

（例） トラック事業者が過積載運行を行っており、違反の原因を調査したところ、
積込み直前に荷主から貨物量を２倍以上増やすよう急に指示され、過積載
とは認識しつつ荷主から取引解消を示唆されたため断り切れなかった場合

＜同様の事案が再発した場合＞

（例） 過去３年以内に警告書を発出し、荷主から改善の意思表示あったにも関
わらず、事故や違反の原因を調査した結果、当該荷主による改善がなされて
いないために同様の法令違反行為が再発した場合

＜やむを得ない遅延に対するペナルティ＞

荷

主

勧

告

該

当

性

調

査
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荷主勧告制度について

（荷主への勧告）
第六十四条 国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業者若しくは特定貨物自
動車運送事業者（以下「一般貨物自動車運送事業者等」という。）が第十七条第
一項から第三項まで（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）の規
定に違反したことにより第二十三条（第三十五条第六項において準用する場合
を含む。）の規定による命令をする場合又は一般貨物自動車運送事業者等が第
三十三条第一号（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）に該当し
たことにより第三十三条（第三十五条第六項において準用する場合を含む。）の
規定による処分をする場合において、当該命令又は処分に係る違反行為が荷
主の指示に基づき行われたことが明らかであるときその他当該違反行為が主と
して荷主の行為に起因するものであると認められ、かつ、当該一般貨物自動車
運送事業者等に対する命令又は処分のみによっては当該違反行為の再発を防
止することが困難であると認められるときは、当該荷主に対しても、当該違反行
為の再発の防止を図るため適当な措置を執るべきことを勧告することができる。

２ 国土交通大臣は、前項の規定による勧告をするときは、あらかじめ、当該勧告
の対象となる荷主が行う事業を所管する大臣の意見を聴かなければならない。

貨物自動車運送事業法
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トラック輸送における取引環境・長時間労働改善に向けたロードマップ（改）

2015
（平成27）
年度

2016
（平成28）
年度

2017
（平成29）
年度

2018

（平成30）
年度

2019

（平成31）
年度

2020

（平成32）
年度

2021

（平成33）
年度

2022

（平成34）
年度

2023
（平成35）
年度

2024

（平成36）
年度

①中央・各都
道府県に
おいて協議
会の開催

自
動
車
運
転
者
へ
の
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
の
適
用
開
始

②長時間労働
等の実態
調査、対策
の検討

③実証実験・
助成事業
の実施

④ガイドライン
の策定・普

及

⑤取引環境・
長時間労
働改善の
普及・定着

調査の

実施・検
証

パイロット事業の計画・検証、等

ガイドライ
ンの策定

パイロット事業(実証実

験)の実施、労働時間縮
減のための助成事業

普及・定着の促進

コンサル
ティング事
業の実施

助成事業の計画・検証

必要に応じ随時改訂

「ホワイト物流」実現国民運動の推進

協議会の開催

調査の

実施・検
証②

調査の

実施・検
証③

普及

※2023（平成35年）４月には、中小企業における月60時間超
の時間外労働の割増賃金率引き上げ

新たな方策
の検討

アドバンス事
業（仮）の実
施

新たな方策の実施

２０



平成３１年度アドバンス事業及び今後の協議会について（案）

○パイロット事業では様々な輸送品目について取組みを行ってきたが、個々の輸送品目ごと
に抱える課題等に違いがあることから、輸送品目ごとの課題や実態を把握し、改善方策を
検証する。

〇地方によって輸送品目ごとに課題が異なる面もあることから、中央・地方の両方において関
係者と取組みを進める。

輸送品目別の取組の強化

〇荷待ち件数が特に多い分野で平成３０年度に設置した輸送品目別懇談会（加工食品、建設
資材、紙・パルプ）について、引き続き輸送品目別懇談会を開催し議論を行い、輸送品目に
応じた課題の抽出及び改善策の検討・検証を実施

○懇談会で得られた改善策について展開・浸透を図るべく、各運輸局単位で地方懇談会（既
存の地方協議会を活用することも想定）を設置し、輸送品目別懇談会から地方懇談会への
縦展開を図るとともに、地方懇談会から管内の各地方協議会に対して横展開を実施

○アドバンス事業として、地方懇談会ごとに輸送品目に係る実証実験を実施し、改善策に係
る効果を検証

〇検証で得られた有用な効果について、適宜ガイドラインや事例集へ反映

具体的取り組み（案）

２１
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平成３０年１１月１２日 事務連絡①

２２

標準貨物自動車運送約款等の改正に
伴う諸手続きを行っていない事業者 各位

国土交通省九州運輸局●●運輸支局

標準貨物自動車運送約款等の改正に伴う諸手続きを行っていない場合に関する重要な

通知運賃と料金の範囲の明確化等を内容とする標準貨物自動車運送約款等の改正を行っ

たところですが、原則として、標準貨物自動車運送約款等の改正の趣旨を踏まえ、運送

の対価としての「運賃」と運送以外の役務等の対価としての「料金」を別建てで収受す

る旨の内容を含む約款を使用して頂くとともに、運賃と料金を区分して設定し、運賃及

び料金の変更届出を行っていただく必要があります。

改正後の標準貨物自動車運送約款等施行後、１年以上が経過しますが、未だ貴社（貴

殿）においては約款改正に伴う諸手続き（別添参照）が確認できていません。つきまし

ては、速やかに手続きを行っていただきますようお願いします。手続きについてご不明

な点があれば下記お問い合わせ先までご連絡ください。

なお、今後、監査時においても約款改正に伴う諸手続きが確認できない場合には行政

処分の対象となり得ます（別添参照）。

本通知は標準貨物自動車運送約款等の改正に伴う諸手続きを行っていない事業者様に

対して発出されています。本通知と行き違い等で手続きを完了されている場合にはご容

赦願います。

お問い合わせ先
国土交通省自動車局貨物課 ０３－５２５３－８１１１
九州運輸局自動車交通部貨物課 ０９２－４７２－２５２８
九州運輸局●●運輸支局輸送部門 ××－××××－××××

運送約款改正ご案内ホームページ
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr4_000020.html

※上記URLより改正概要・申請書様式・Q&A等をご覧いただけます。

事務連概要
１．（１）平成３０年１１月１２日時点の未手続き事業者へ通知

違反の適用日が平成３１年１月からとなるので、１２月末までには未手続き事業者への通知を実施
（２）適正化実施機関への周知協力依頼

２．監査実施時に確認する事項
３．旧約款を使用する事業者に対する指導について



標準貨物自動車運送約款等の改正に伴う手続き件数

２３

運輸局名 運輸支局
管内事業者数
（一般・特積み）
（平成２８年度末現在）

管内事業者数
（貨物軽）

（平成２８年度末現在）

一般貨物料金
届出件数

約款認可
申請件数

約款認可件数
貨物軽料金
届出件数

貨物軽約款
変更届出件数

手続き率
（一般・特積み）

届出率
手続き率
（貨物軽）

福岡 2,180者 5,846者 504件 728件 564件 22件 件 49.0% 23.1% 0.4%

佐賀 444者 839者 279件 116件 116件 9件 件 89.0% 62.8% 1.1%

長崎 508者 1,861者 390件 12件 11件 41件 件 78.9% 76.8% 2.2%

熊本 801者 2,207者 605件 2件 2件 6件 2件 75.8% 75.5% 0.4%

大分 518者 1,113者 236件 151件 134件 2件 件 71.4% 45.6% 0.2%

宮崎 456者 1,227者 260件 120件 115件 2件 件 82.2% 57.0% 0.2%

鹿児島 1,014者 2,149者 798件 110件 110件 2件 件 89.5% 78.7% 0.1%

計 5,921者 15,242者 3072件 1239件 1052件 84件 2件 69.7% 51.9% 0.6%

57,172者 157,995者 33,037件 11,755件 10,896件 1,534件 155件 76.8% 57.8% 1.1%全国合計

九州



貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要 （平成30年法律第96号）

経済活動 ・ 国民生活を支えるトラック運送業の健全な発達を図るため規制の適正化を図るほか、その業務について、平成36年度から時間外労働

の限度時間が設定される（＝働き方改革法施行）こと等を踏まえ、その担い手である運転者の不足により重要な社会インフラである物流が滞ってし

まうことのないよう、緊急に運転者の労働条件を改善する必要があること等に鑑み、所要の措置を講じる。

改正の目的

改正の概要

① 欠格期間の延長等

② 許可の際の基準の明確化

③ 約款の認可基準の明確化

１．規制の適正化

① 輸送の安全に係る義務の明確化

事業用自動車の定期的な点検・整備の実施 等

② 事業の適確な遂行のための遵守義務の新設

２．事業者が遵守すべき事項の明確化

【平成35年度末までの時限措置】

(1) トラック事業者の違反原因となるおそれのある行為を荷主がしている疑いがある場合
→ ①国土交通大臣が関係行政機関の長と、当該荷主の情報を共有

②国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、荷主の理解を得るための働きかけ

(2) 荷主への疑いに相当な理由がある場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、要請

(3) 要請をしてもなお改善されない場合
→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、勧告＋公表

荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合→ 公正取引委員会への通知

① 荷主の配慮義務の新設

トラック事業者が法令遵守できるよう、荷主の配慮義務を設ける

・ 制度の対象に、貨物軽自動車運送事業者を追加

・ 荷主勧告を行った場合には、当該荷主の公表を行う旨を明記

③ 国土交通大臣による荷主への働きかけ等の規定の新設

② 荷主勧告制度（既存）の強化

３．荷主対策の深度化

４．標準的な運賃の告示制度の導入 【平成35年度末までの時限措置】

施行日 ： （１．～３．）公布日から起算して１年６月を超えない範囲内において政令で定める日 （４．）公布日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日

法令に違反した者等の参入の厳格化

・ 欠格期間の延長（２年⇒５年）

・ 処分逃れのため自主廃業を行った者の参入制限

・ 密接関係者（親会社等）が許可の取消処分を受けた者
の参入制限 等

・ 安全性確保（車両の点検・整備の確実な実施等）

・ 事業の継続遂行のための計画（十分な広さの車庫等）

・ 事業の継続遂行のための経済的基礎（資金） 等

以下について、適切な計画・能力を有する旨を要件
として明確化

荷待時間、追加的な附帯業務等の見える化を図り、

対価を伴わない役務の発生を防ぐために基準を明確化

→ 原則として運賃と料金とを分別して収受
＝ 「運賃」：運送の対価 「料金」：運送以外のサービス等

・ 車庫の整備・管理

・ 健康保険法等により納付義務を負う保険料等の納付
（労働条件の改善・事業の健全な運営の確保のため）

国土交通大臣が、標準的な運賃を定め、告示できる

トラック事業者の努力だけでは働き方改革・法令遵守を進めることは困難 （例：過労運転、過積載等）

→ 荷主の理解・協力のもとで働き方改革 ・法令遵守を進めることができるよう、以下の改正を実施

（許可後、継続的なルール遵守）

※ 「荷主」には元請事業者も含まれる。

【公布日 ： 平成30年12月14日】

【背景】 荷主への交渉力が弱い等
→ 必要なコストに見合った対価を収受しにくい

→ 結果として法令遵守しながらの持続的な
運営ができない

法令遵守して運営
する際の参考となる
運賃が効果的

標準的な運賃の告示制度の導入
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問題意識の喚起（トラック運転者不足が国民生活や産業活動に与える影響）

運転者不足の深刻化

運賃・料金「単価」の上昇

運送サービスを提供可能な
トラック台数や日・時間帯
等の縮小

現状のままでは
さらなる深刻化
が懸念される。

トラック運転者の確保
のため、運転者の労
働条件の改善が急
務。運賃・料金はその
原資。

 全国的にトラック運転者不足が深刻化する中で、現状のままでは、必要な輸送能力が確保できず、

・国民生活に関しては、宅配便や引越の運賃・料金の上昇や運送サービスの提供日・時間帯等の縮小、食品
等の物量の減少や品揃え不足などが過度に生じるおそれ。
・産業活動に関しては、トータル物流コストの増加、在庫の増加、機会損失の発生及びそれによる営業利益の
減少などが生じるおそれ。

 国民生活や産業活動に大きな影響を及ぼす事態を生じさせないためにも、荷主企業等とトラック事業者が連
携し、物流システムの改善に取り組むとともに、物流システムの改善の必要性に対する国民の理解と協力を
得る必要がある。

 具体的には、①運転者の時間当たりの労働生産性の向上を図る観点、②運転者の時間的・心理的・肉体的
負担が小さい形態での運送を実現する観点、③必要性に乏しい過剰なサービス水準を見直す観点などか
ら、物流システムの改善を進める必要がある。

・中高年齢層の大量退職
・罰則付きの時間外労働の
上限規制の導入
・宅配便需要の増加 等

稼げない割にトラック運転者の負担
の大きい仕事が敬遠されるように。

【トラック事業者】

「トータル」
物流コストの増加

機会損失の発生

在庫の増加

【企業等】

【国民】

宅配便・引越が不便に

食品等の
物量の減少や品揃え不足

適切に対応しなければ
このような事態の発生が

懸念される。

営
業
利
益
減
少
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自主行動宣言（推奨項目）（案）

２９

 推奨項目については、中央協議会で昨年策定した「荷主と運送事業者の協力による取引
環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」に記載の内容に加え、トラック運転者の長
時間労働の是正を進める上で重要な次の項目を追加してはどうか。

 業種や業態により取り組む項目には違いがあるため、推奨項目の内容を公表するか否か
は、企業等の任意とすることでどうか。

○ガイドライン掲載項目（１３項目）
○上記以外の項目
・物流の改善提案と協力
・納品日の集約
・検品水準の適正化
・物流システムや資機材の標準化

Ａ.運送内容の見直し

Ｂ.運送契約の方法

・運送契約の書面化の推進
・運賃と料金の別建て契約
・燃料サーチャージの導入
・下請取引の適正化

Ｃ.運送契約の相手方の選定

・契約の相手方を選定する際の法令遵守状況の考慮
・働き方改革等に取り組む物流事業者の積極的活用

Ｅ.その他

・宅配便の再配達の削減への協力
・引越時期の分散への協力
・物流を考慮した建築物の設計・運用

Ｆ.独自の取組

・上記の各項目に該当しない独自の取組

・荷役作業時の安全対策
・異常気象時等の運行の中止・中断等

Ｄ.安全の確保



賛同企業の公表方法（イメージ）

３０

金融・保険

○○銀行
○○損害保険
○○HD

陸運

海運

建設

食品

繊維

パルプ・紙

化学

石油・ゴム

窯業

鉄鋼

非鉄・金属製品

不動産

空運

倉庫・運輸関連

「ホワイト物流」推進運動 賛同企業一覧

北海道

青森県

岩手県

産業別 地域別

熊本県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

 賛同企業等については、「産業別」と「地域別」のそれぞれに掲載する。
 賛同企業等が自主宣言している内容がポータルサイトで確認できるようにする。

（東京都）

（陸運）
（建設）
（食品）
（繊維）



国民に呼び掛ける事項（案）

３１

（宅配便）

商品を配達するためには費用と人手が必要です。運転者不足に対応しつつ、宅配サービスを維持
するため、以下の取組にご協力をお願いします。

 できるだけ１回で受け取りましょう。
 このため、宅配ボックスや営業所、コンビニ等での受取も活用しましょう。
 送るときは、自分や相手が受け取りやすい日時・場所を指定しましょう。
 通信販売を利用する際には、できるだけまとめ買いしましょう。
 サービス内容の見直し（例.日曜日の集荷・配達の取りやめ等）へのご理解・ご協力をお願いしま
す。

（引越し）
混雑時期を避けましょう。
早めに依頼しましょう。

（理解と応援）

皆さんに食料品や日用品などを届けるため、運転手さん達は日夜、頑張って貨物を運んでくれて
います。普段はあまり意識されていませんが、物流が私たちの生活を支えてくれています。

 トラック運転手の休憩と安全運転のため、ＳＡ・ＰＡの大型車駐車スペースへの駐車はお控え下さ
い。

 より良い物流の実現のために努力している企業を応援してみませんか？
トラック事業者：「ホワイト経営マーク」（仮称）（労働条件・労働環境）、Ｇマーク認定事業者（交通安全）
荷主企業：「『ホワイト物流』推進運動」賛同企業

（出典）環境省「COOL CHOICE」HP
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スケジュール（案）

３３

平成３１年

２月２０日 トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央協議会
（企業等や国民への詳細な呼び掛け内容等を決定）

３月頃 中央説明会（関係団体向け）

３月下旬頃 ポータルサイト開設

賛同企業等の募集開始

４月頃 地方説明会（関係団体、企業等向け）

８月末 自主行動宣言企業等の集計・公表（第1回）

１２月末 自主行動宣言企業等の集計・公表（第２回）

※以後、随時公表



直近のプレス資料①
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直近のプレス資料②-1
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直近のプレス資料②-2



３７

直近のプレス資料③



平成31年度予算（一般会計・エネ特）の概要

総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）に掲げられた「強い物流」を構築するため、物流の生産性向上に向けて示された視点

（①繋がる、②見える、③支える、④備える、⑤革命的に変化する、⑥育てる）を踏まえ、新技術の活用に関する調査研究や高度

物流人材の育成のための調査を含め、多様な施策に取り組む。

１．＜繋がる＞サプライチェーン全体の効率化・付加価値の創造

（１） 連携・協働による物流の効率化・低炭素化

（２） アジアを中心とした物流のシームレス化・高付加価値化

２．＜見える＞物流の効率化を通じた働き方改革の実現

３．＜支える＞インフラの機能強化による物流の効率化

４．＜備える＞
災害リスク・地球環境問題への対応

（１） 災害リスクに備える
＜補助金＞
◆鉄道・海上輸送への転換等に係る計画の策定支援･運行支援〔37百万円〕

＜調査＞
◆物流の生産性向上の推進〔17百万円の内数〕

（諸外国における新技術等の活用状況及び日本への導入に際しての課題等の調査）

◆物流システムの国際標準化の推進（日本型コールドチェーンの構築支援）
〔17百万円の内数〕〔1,697百万円の内数〕

◆物流産業の海外展開の促進・先駆的取組の支援〔1,697百万円の内数〕
（海外進出障壁に係る調査、政策対話、物流パイロット事業の実施）

＜調査＞
◆国際物流のシームレス化の推進〔17百万円の内数〕
（日中韓物流大臣会合に基づく取組の推進）

◆バース予約調整システムの導入支援〔1,045百万円の内数〕

◆スワップボディコンテナ車両の導入支援〔1,045百万円の内数〕

◆オープン型宅配ボックス等を活用した再配達削減
〔1,045百万円の内数〕

◆連結トラックの導入支援〔1,045百万円の内数〕

◆高品質低炭素型の鮮度保持コンテナ等の導入支援
〔1,045百万円の内数〕

◆物流総合効率化法の認定計画と連携したスポット的なインフラ
整備事業に対する重点配分（社会資本整備総合交付金（広域連携事業）と連携）

＜補助金＞

（２） 地球環境問題に備える

◆ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制
の構築〔13百万円〕

＜補助金＞

＜補助金＞

＜参考＞

＜調査＞

◆冷凍冷蔵倉庫への省エネ型自然冷媒機器の導入支援
〔7,500百万円の内数〕

５．＜革命的に変化する＞
新技術の活用による”物流革命”

＜参考＞
◆戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）「スマート物流サービス」
物流・商流データプラットフォームの構築等 〔280億円の内数〕

■連結トラック

６．＜育てる＞人材の確保・育成
＜調査＞
◆物流分野における高度人材の確保・育成に向けた調査【新規】
〔11百万円〕

卸企業/倉庫 小売り店舗生産企業 消費者港湾(輸出入)

輸送手段共有化
(共同配送、乗継、自動配車等)

トレーサビリティ(商品情報、物流品質等)

港湾物流効率化
(コンテナダメージチェック等)

ブロックチェーン等

企業間を跨る物流・商流情報の活用・提供(情報サービス基盤)

物流センター
自動化

＜研究開発＞
◆農林水産物・食品の輸出拡大に向けた取組の推進〔135百万円の内数〕
（新型航空保冷コンテナの研究開発）

■ASEANで拡大する冷凍冷蔵食品市
場

■スマート物流サービスのイメージ
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■支援物資輸送のイメージ

中継拠点で荷台を交換

拠点A

拠点B

拠点Ｃ

拠点Ｄ

帰り荷の確保により積載率
が倍増し、トラック台数を
削減

日帰りでの勤務
が可能となり、
労働環境が改善

■スワップボディコンテナ車両を活用した中継輸送

■ビール業界では共同輸送が普及

平
成
29
年
１
月
20
日
日
経
新
聞

■鉄道用鮮度保持コンテナ

＜補助金＞
◆手ぶら観光カウンターの整備・機能強化の支援 〔5,474百万円の内数〕

３８


